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はじめに 

 
公益財団法人日弁連法務研究財団（以下「当財団」という。）は，平成 16 年８

月31日に文部科学大臣から法科大学院認証評価機関として第１号の認証を受け，

以来多数の法曹実務家，研究者及び有識者の協力・支援のもと，法科大学院の認

証評価を行ってきた。 

当財団は，第１巡目（平成 18 年度～平成 22 年度）に本評価のべ 29 校，再評

価７校，第２巡目（平成 23 年度～平成 27 年度）に本評価 24 校，再評価４校の

評価を実施してきた。平成 28 年度からは，第３巡目の評価サイクルを迎えてお

り，平成 30 年度までに，13 校の本評価を実施した。 

平成 28 年３月に，学校教育法第 110 条第２項に規定する基準を適用するに際

して必要な細目を定める省令（以下「細目省令」という。）が一部改正され，評

価機関自らも，実施した評価活動について，自己点検・評価を行うことが義務づ

けられたことに伴い，当財団では，平成 30 年度に自己点検・評価委員会を設置

した。また，分野別認証評価機関である当財団は，過去５年間の状況に関する自

己点検・評価を実施することが義務づけられているので，今回取りまとめた当財

団の自己点検・評価報告書においては，平成 26 年～平成 30 年度に実施した評

価活動を対象として，自己点検・評価を行った。 

自己点検・評価報告書の作成に当たり，当財団は，第３巡目の評価を受審した

法科大学院及び評価活動に参画した評価員を対象としてアンケート調査を実施

し，その結果を分析した。 

法科大学院を取り巻く状況は過去５年間でさらに大きく変化し，当財団の評

価を受審した法科大学院（以下「受審校」という。）も，その多くが募集停止と

なった。このような厳しい環境においても，当財団が掲げる，「２つのマインド

と７つのスキル」を備えた法曹を実質的に養成しているかどうかを評価する，と

いう当初の理念に常に立ち戻り，法科大学院の発展に寄与していきたいと考え

ている。 

 
令和元年９月 
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第１ 自己点検・評価報告書作成のプロセス 

 

１ 自己点検・評価委員会の組織構成 

 自己点検・評価委員会の委員は以下のとおりです（2019 年９月末日時点）。 
阿部 一正   元日鉄住金総研株式会社相談役 
荒川 雅行   関西学院大学大学院司法研究科教授 
池田 辰夫   大阪大学名誉教授，弁護士（大阪弁護士会） 
市川 正人   立命館大学大学院法務研究科教授 
内田  厚   日本労働組合総連合会（連合）副事務局長 
大出 良知   九州大学名誉教授，弁護士（東京弁護士会） 
尾崎 雅俊   弁護士（大阪弁護士会） 
小幡 純子   上智大学法学部教授 

 香川 徹也   司法研修所教官 
 桐山 桂一   東京新聞論説委員 
 桑野雄一郎   弁護士（第二東京弁護士会） 
 河野 栄子   元株式会社リクルート代表取締役会長 
◎後藤  昭   一橋大学名誉教授，青山学院大学名誉教授 
土田  亮   専修大学法学部教授 
二羽 和彦   中央大学大学院法務研究科教授 
人見  剛   早稲田大学大学院法務研究科教授 
日和佐信子   元全国消費者団体連絡会事務局長 

○馬橋 隆紀   弁護士（埼玉弁護士会） 
 松本 克美   立命館大学大学院法務研究科教授 
 山崎雄一郎   弁護士（東京弁護士会） 
○山野目章夫   早稲田大学大学院法務研究科教授 
 由岐 和広   弁護士（東京弁護士会） 

 ◎印は委員長，○印は副委員長 

 

２ 自己点検・評価の検討経過 

（１）アンケート調査の実施 

  当財団の自己点検・評価活動及び今後の評価事業に資する目的で，当財団

が実施した第３巡目の法科大学院認証評価（2016 年度～2020 年度）の受審

校（13 校）及び評価に携わった評価員（61 名）に対し，アンケート調査を

実施した。 

  調査の結果，回答数は評価校 13 校，評価員 54 名であった。 

（２）検討の経過 

  2019 年５月 17 日（金） 第１回自己点検・評価委員会 

  2019 年６月 28 日（金） 認証評価会議 
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  2019 年９月      第２回自己点検・評価委員会（書面審議） 
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第２ 自己点検・評価の内容と結果 

１ 評価基準 

（１）認証評価の目的及び評価に当たっての考慮事項 
   当財団は，学校教育法第 110 条に規定する認証評価機関として，各法科

大学院の教育活動等が，必要と考えられる基準に全体として適合している

ことの評価（適格認定）及び分野毎の法曹養成に向け効果的な取り組みをし

ていることの評価（分野別評価）を行うべく評価基準を設定している。そし

て，当財団は，評価基準に基づく認証評価を通じて，各法科大学院が，「法

科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律」や法科大学院の設

置基準に基づく基準を充足することにとどまらず，さらなる教育活動の質

的向上に向けて発展することを目的として評価を実施している。また，評価

結果は当財団のウェブサイト及び冊子『法科大学院教育の理念と実践』で公

表し，社会に対して，各法科大学院の教育活動等の状況を周知している。 
なお，評価基準の解釈や適用にあたっては，各法科大学院の教育活動の向

上に向けた自由な発想や果敢な挑戦意欲を殺ぐことにならないよう，配慮

している。 
（２）当財団による認証評価の特色 

 当財団の認証評価の６つの特色は，以下のとおりである。 
  ア ユーザーの視点 
    法科大学院と司法サービスのエンドユーザー及び法曹との連携を目指

すこと。 
  イ 法律実務家の視点 
    「法曹に必要なマインド・スキルの養成」を，評価全体を貫くフィロソ

フィーとするとともに，独立の評価基準とすること。 
  ウ 法科大学院の自己改革の視点 
    法科大学院の自主性を尊重し，その自己改革による自発的な発展を支

援すること。 
  エ 法科大学院との対話重視 
    充実した現地調査によって法科大学院とのコミュニケーションを行う

こと。 
  オ 実質重視 
    評価の過程における無駄を排し，実質的に重要な作業に焦点を絞るこ

と。 
  カ 法曹養成教育の研究 
    法曹養成教育の研究を行い，これに裏打ちされた充実した評価及び支

援を実施すること。 
    当財団は，上記イ記載のとおり，「法曹に必要なマインド・スキルの養

成」を，評価全体を貫くフィロソフィーとするとともに，法曹が一生かけ
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て追求すべきテーマとして，一般有識者，法科大学院関係者，法曹などか

らの意見を集約し，「法曹に必要なマインド・スキル」を法律専門職責任

としての「２つのマインド」，法律専門職能力としての「７つのスキル」

としてまとめ，提言している。また，当財団が法曹関係者以外の様々な分

野の有識者を多数評価委員会の委員に迎え，多様な意見を評価に反映し

ていること及び受審校の教員や学生との対話を重視する観点から，３日

間の現地調査を実施していることは，大きな特色である。今後も，当財団

は，法科大学院の自主性を尊重し，その自己改革による自発的な発展を支

援することを特色の一つとして重視していく。 
（３）当財団の評価基準 
   ２巡目（2015 年度）及び３巡目（2016 年度～2018 年度）における評価基

準は，以下のとおり，９分野にわたる 40 の評価基準で構成される。 
   第１分野 運営と自己改革（６基準） 
   第２分野 入学者選抜（３基準） 
   第３分野 教育体制（７基準） 
   第４分野 教育内容・教育方法の改善に向けた組織的取り組み（２基準） 
   第５分野 カリキュラム（５基準） 
   第６分野 授業（５基準） 
   第７分野 学習環境及び人的支援体制（８基準） 
   第８分野 成績評価・修了認定（３基準） 
   第９分野 法曹に必要なマインド・スキルの養成（総合評価及び適格認定）

（１基準） 
当財団は，個々の評価基準についての評価判定を行った上で，第１分野か

ら第８分野までの８つの分野についての「分野別評価」を行う。そして，第

９分野において，第１分野から第８分野までの分野別評価を踏まえた総合

評価を行い，評価の対象となる法科大学院が，全体として評価基準に適合し

ているか否かの認定（適合認定）を行う。 
個々の評価基準は，法令由来基準（◎），追加基準Ａ（●），追加基準Ｂ（○）

の３つに分類され，◎及び●については，１つでも満たしていない場合は原

則として不適合と判定し，不適合の程度（逸脱の度合い），期間，改善のた

めの努力の現状を考慮して，早期に改善される蓋然性が認められる場合に

は，適合と判定することもある。逆に，○について満たさないものがあって

も，それだけで直ちに不適合とはならないが，総合考慮の上，法曹養成教育

機関として重大な欠陥があると認められる場合には，不適合と認定される

こともある。 
   個々の評価基準の評価判定は，基準毎に定めた判定基準に従い，合否判定

又は多段階評価を行うが，評価判定に資するよう，趣旨，解説，判定の目安，

及び評価判定の視点等を設けている。 
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（４）評価基準等の改定 
   関係法令の改正等に対応するため，当財団は，以下のとおり評価基準，趣

旨，解説，判定の目安，又は評価判定の視点（以下，総称して「評価基準等」

という。）を改定した。 
  ア 2017 年３月改定 

・ 第１分野 １－３ 自己改革 
     大学院設置基準（昭和 49 年文部省令第 28 号）の改正により，法科大

学院の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため，その教職

員に必要な知識及び技能を習得させ，並びにその能力及び資質を向上

させるための研修の機会を設けること等が必要とされたため，評価判

定の視点を改定した。 
  イ 2018 年３月改定 

・ 第１分野 １－５ 情報公開，第２分野 ２－１ 入学者選抜及び２

－２ 既修者認定 
     入学者選抜に統一適性試験の成績を用いることが任意化されたこと

により，解説及び評価判定の視点を改定した。 
  ウ 2018 年８月改定 

・ 第２分野 ２－３ 多様性 

専門職大学院に関し必要な事項について定める件（平成 15 年文部科

学省告示第 53 号）の改正により，入学者のうちに法学を履修する課程

以外の課程を履修した者又は実務等の経験を有する者の占める割合が

３割以上となるよう努めていることとする規定が削除されたため，評

価基準等を改定した。 

   ・ 第３分野 ３－１ 教員体制・教員組織（１） 

     専門職大学院に関し必要な事項（平成 15年文部科学省告示第 53号）

の改正により，実務家専任教員とみなすことができる者の要件である

１年間に担当する授業科目の単位数が緩和されたため，解説を改定し

た。 

   ・ 第３分野 ３－１ 教員体制・教員組織（１） 

     専門職大学院設置基準（平成 15 年文部科学省告示第 16 号）及び専

門職大学院に関し必要な事項（平成 15 年文部科学省告示第 53 号）の

改正により，専任教員の兼任に関する規定が変更されたため，評価基準

の（注），解説，及び評価判定の視点を改定した。 
  エ 2019 年３月改定 
   ・ 第５分野 ５－３ 科目構成（３） 新設 
     専門職大学院設置基準（平成 15 年文部科学省告示第 16 号）の改正

により，産業界等との連携による授業科目の開発，教育課程の編成及び

それらの不断の見直しや教育課程連携協議会の設置等が定められたた
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め，評価基準を新設した。 
   なお，評価基準等の改定にあたっては，法令に基づく形式的な改定の場

合を除いて，当財団のウェブサイトにおいて，約３週間から１カ月程度の

パブリックコメントを実施している。 
（５）自己点検・評価 
   本自己点検・評価に当たり，第３巡目の受審校及び評価員にアンケートを

実施した。アンケートに回答した受審校 13 校のうち 10 校が，評価基準の

明確性や理解のしやすさについて，「明確で理解しやすい」，「どちらかとい

えば理解しやすい」と回答しており，評価員の約 88％も同様の回答であっ

た。よって，当財団の評価基準は，受審校及び評価員によく理解されている

ものと考えられる。 
一方で，個々の評価基準等について明確化を求める意見や，基準間の重複

を指摘する意見，多段階評価における判定の目安のうちＡ評価とＢ評価の

区別が困難である旨の意見，解説や評価判定の視点等に過去の評価事例を

盛り込むことを求める意見等があった。また，志願者数・入学者数の激減と

いった法科大学院を取り巻く状況の変化に伴い，入学者数・学生数に関する

評価基準の見直しを求める意見や，司法試験の合格者以外でも法科大学院

での学修を活かした修了生の活動を評価する基準を求める意見等もあった。

当財団は，これらの意見も踏まえた上で，今後の評価基準等の改定について

検討する予定である。 
評価基準等の改正に当たっては，事前の予告を求める意見や，特に具体的

な説明を求める意見があった。現状では，評価基準等の説明会を実施すると

ともに，現地調査を実施する約１年前に，認証評価事務局から，受審校に対

して，改正された評価基準等を中心に事前説明を行っている（後記２（１）

イ②に記載。）が，上記の意見を踏まえ，基準改正の周知の方法を検討する

必要がある。 
当財団は，今後，関係法令の改正に対応した基準改定に加えて，３巡目の

評価における課題や今回のアンケートで寄せられた意見を検討の上，４巡

目に向けて評価基準等を見直す予定である。 
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２ 評価方法 

（１）評価のプロセス 
ア 総論 

当財団は，受審校の作成した自己点検・評価報告書その他当財団が必要

と認めて入手した資料を分析・検討するとともに，受審校の現地調査等を

実施した上で，評価基準に従って評価を行っている。 
評価のプロセスはおおむね以下のとおりである。 

イ 本評価 
① 当財団と受審校とが評価実施全体のスケジュールについて決定する。 
② 評価委員会（構成等については後記３に記載。）が，受審校に対し，

自己点検・評価項目を通知するとともに，原則として認証評価事務局が

受審校を訪問し，事前説明会を実施する。 
この事前説明会の際に，評価基準等の改定の内容やそれに伴う評価

実施上の変更点等について説明を行う。 
③ 評価委員会が，担当評価員（構成等については後記３に記載。）を選

任し，受審校に通知する。 
④ 評価委員会が，受審校の学生，修了生及び教員に対するアンケート調

査を実施する。 
⑤ 受審校が，自己点検・評価報告書を作成し，関連資料とともに当財団

に提出する。 
⑥ 評価委員会が，専任教員の教員適格や授業担当能力等を審査するた

め，教員審査分科会を開き，受審校から提出された教員調書等の資料を

分析・検討する。 
この教員審査分科会において，研究業績の追加提出や現地調査時に

おける個人面談・授業見学の実施等について決定される。 
⑦ 担当評価員により構成される評価チームが，事前検討会を開き，受審

校が作成した自己点検・評価報告書及び関連資料（アンケート調査結果

も含む。）の分析・検討を行い，必要があれば，受審校に対し，事前質

問を行い，関連資料について追加提出や現地調査での閲覧準備等を依

頼する。 
それに対し，受審校が，事前質問に対する回答や関連資料の追加提出

や現地調査での閲覧準備等の対応を行う。 
⑧ 評価チームが，受審校に赴き，３日間の現地調査を行う。 

現地調査開始日の前日には，評価チームが，直前検討会を開き，事前

質問に対する回答等も踏まえて，現地調査での調査・確認事項等を再度

検討する。 
そして，現地調査では，会議資料や定期試験の答案等，現地閲覧資料

を確認するのみならず，教員との意見交換を複数回実施する。その間に
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可能な限りの授業見学を行い，昼食・夕食時間についても学生及び修了

生との意見交換会を実施している。必要がある場合には，教員や研究科

長面談との個人面談も実施している。また，３巡目から，現地調査時に

開講されない授業についても，録画視聴により授業見学を行えるよう

にしている。 
⑨ 評価チームが，現地調査後に，事後検討会を開き，現地調査の結果を

分析・検討し，自己点検・評価報告書，関連資料，現地調査の結果を基

に，評価チーム報告書を作成する。 
⑩ 評価委員会が，評価チーム報告書，自己点検・評価報告書及び関連資

料に基づき，評価を行い，これに基づき評価報告書原案を作成した上

（評価報告書原案については，事前に評価委員会分科会が開かれ，当該

分科会においても，その記載内容について検討がなされている。），これ

を受審校に送付して意見を求める。 
これに対し，受審校は，評価報告書原案受領後３０日以内に，当財団

に対して意見を申述することができる。 
なお，評価委員会は，評価報告書原案を送付するとともに，認証評価

事務局が受審校を訪問し，口頭でも評価報告書原案の内容について説

明している。 
⑪ 評価委員会は，受審校からの意見を検討した上で，評価報告書を決定

し，受審校に送付して通知するとともに，文部科学大臣に送付して報告

し，冊子及び当財団のウェブサイトに掲載等する方法で公表する。 
なお，評価委員会は，必要に応じて，受審校に対し，評価報告書の送

付に際して，評価報告書の内容及び関連事項について説明を行うこと

がある。 
⑫ 受審校は，評価報告書受領後 30 日以内に，当財団に対して，法科大

学院認証評価手続細則第６条以下の規定に則り，異議の申立てを行う

ことができる。 
ウ 再評価 

当財団は，当財団の適合認定を受けた受審校について，（ア）当財団が，

評価報告書において，当該認証評価実施年度から４年未満の期間内に評

価基準の一部について評価を受けることを求めた場合，または，（イ）当

財団の認証評価を過去４年以内に受けた受審校から，評価基準の一部に

ついて評価を求められた場合には，認証評価に準じた評価（「再評価（改

善確認）」）を行う。 
当財団は，過去５年において，2015 年度に４校の再評価を実施した。

いずれの再評価も第５分野の再評価であって，（ア）に該当するものであ

った。（イ）に該当する再評価の実施実績はない。 
エ 追評価 
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当財団は，当財団による認証評価において不適合認定を受けた受審校

のうち，追評価可能と当財団が認めた法科大学院から申請を受けたとき

に追評価を行う。追評価は，不適合認定の原因となった評価基準及び事後

の重要な変更のあった評価基準を中心に，全評価基準についての評価を

行い，その結果，評価基準毎の評価を総合考慮し全体として適合と判定さ

れるときには，適合認定を行う。これまで追評価の実施実績はない。 
オ 受審校による年次報告等 

当財団では，受審校から，当財団の評価を受けた後，次の認証評価を受

ける前まで毎年度，評価対象項目に関し重要な変更があった場合の変更

に係る事項その他当財団の指定した事項について，年次報告書の提出を

受けている。 
年次報告書の報告内容については，毎年度，評価委員会が確認し，必要

があれば適宜の措置を講ずることができるようにしている。 
（２）自己点検・評価 

当財団の評価方法は，法科大学院の教員や学生との対話を重視するとい

う観点から，現地調査での意見交換を充実させることにより，自己点検・評

価報告書や関連資料等の分析により抽出された疑問点や問題点を実質的に

検討することができるようにしている。また，録画視聴を含む多数回の授業

見学により，その授業内容を実質的に確認することができるようにしてい

る。これらの点に関しては，アンケート調査の結果，現地調査の期間につい

ては 13 校中 10 校の受審校が，意見交換及び授業見学の回数・時間につい

てはそれぞれ 11 校の受審校が適当である旨の回答をしている。そして，最

終的な成果物である評価報告書についても，その記載内容から各評価基準

に関する具体的な評価を確認することができるものとなっており，評価さ

れた法科大学院のみならず，他の法科大学院にとっても自校の教育研究活

動の発展・改善に役に立つものとなっている。アンケート調査の結果におい

ても，13 校中 10 校の受審校が評価報告書の構成・内容について「非常に明

瞭で理解しやすい」，「どちらかといえば明瞭で，理解しやすい」と回答して

おり，また，９校の受審校が「評価報告書は今後の教育研究活動の発展・改

善に大いに役に立つ」，「どちらかといえば役に立つ」と回答している。 
よって，当財団の評価方法は，評価基準に基づく適合認定を適確に行うこ

とができる評価方法となっており，細目省令第４条第１項第２号の要請を

満たす評価方法となっていると判断する。 
次に改善点である。アンケート調査の結果，提出・閲覧資料の準備につい

て 13 校中３校の受審校が，「大きく困難を感じた」，「どちらかと言えば困

難を感じた」と回答している。具体的には資料の準備に係る事務負担（印刷

やインデックス貼付，ファイリング等）が大きいとのことであった。この点

については，自己点検・評価委員会において，受審校が準備するべき資料点
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数の見直しを検討することなど，改善提案が出された。また，「困難を感じ

ていない」と回答した受審校からも，「今後は紙ファイルでの準備が困難に

なる」，「資料によっては準備が面倒なものもあった」などという意見が出さ

れており，従来のように多量の資料を印刷・ファイリングして提出すること

については，その困難と感じる度合いは別にしても，否定的な意見が多かっ

た。 
一方，評価員に対し実施したアンケートでは，「不要に感じた資料はなか

った」という趣旨の意見が多数であったが，資料の提供方法については，大

部の資料を取り扱うことの煩雑さや検索性の問題から，電子データによる

資料の授受や管理の方法を検討してもらいたいといった意見が複数出され

た。 
アンケートの結果を踏まえて，提出・閲覧資料の分量や内容及び資料の提

出・閲覧の方法（電子ファイルでの資料提出・閲覧など）など，様々な改善

方策を検討していく必要があると考えている。 
さらに，提出・閲覧資料の準備のみならず認証評価のプロセス全体を通じ

た負担軽減は，認証評価機関として喫緊の課題である。アンケート調査結果

でも，11 校の受審校が，受審準備の負担感について，「非常に負担であった」，

「負担であった」と回答している。当財団も，４巡目に向けて評価のプロセ

ス全体を見直し，提出・閲覧資料の準備に限らず，その他の点でも受審校の

負担軽減を図る改善をしていきたい。 
また，現地調査の期間（３日間）については，アンケート調査の結果，10

校の受審校が「適当である」と回答しているが，残る３校が「長い」，「どち

らかと言えば長い」と回答している。他方で，評価員においてはその 72％

が「長い」，「どちらかといえば長い」，「十分である」と回答しているものの，

28％の評価員は「どちらかといえば不足している」，「不足している」と回答

している。３日間にわたって充実した現地調査を行うというのは，当財団の

評価方法の特色でもあり，当面は３日間を維持しつつ，評価員・受審校の負

担感を考慮しながら絶えず見直しを進めていきたい。 
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３ 認証評価の実施状況 

（１）評価組織・評価者 
  ア 評価委員会 

当財団の評価委員会は，30 名を定員とし，法曹実務家，法科大学院の

専任教員及び一般有識者から構成されている。評価委員会は，評価報告書

の作成や評価の実施に関する手続，評価員の選任など，評価の中心となる

業務を行う。また，評価委員会委員は，評価員から構成される評価チーム

を編成し，その主査として，各受審校の現地調査を取り仕切る（評価委員

会委員の員数の推移や構成については「４ 組織及び運営の状況」に記

載。）。 
  イ 評価員 
  （ア）評価員の構成 

評価員は，法曹実務家及び研究者から構成されており，法曹実務家の

評価員は，実務家教員として法科大学院教育に携わった経験を持つ者

が多い。また研究者の評価員は，法科大学院の専任教員を中心に構成さ

れているが，法律基本科目を専門とする教員を中心に，基礎法学や展

開・先端科目を専門とする教員や，法学部及び他学部に所属する教員も

含まれている。 
  （イ）評価員の業務及び研修 
     各法科大学院を評価するに当たり，評価員５～７名を評価チームと

して選任する。評価チームに選任された評価員は，担当分野における評

価報告書の執筆や，現地調査における資料の調査，授業見学，教員や学

生・修了生との意見交換などの業務を行う。 
     調査の結果は『評価チーム報告書』としてとりまとめ，評価委員会へ

提出される。 
  評価員選任後，初めて評価に参加する評価員は，当財団が実施する評

価員研修を受講する。評価員研修は，現地調査の半年から３か月程度前

を目安に実施している。 
（２）過去５年間における評価の実施状況 
   過去５年間においては，下表のとおり，第２巡目と第３巡目にまたがり計

18 校（本評価 14 校，再評価４校）の評価を実施した。 

 

 【過去５年間の評価の実施状況】 

 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

国公立 0 0 0 0 2 

私立 2 4 2 4 4 

合計 2 4 2 4 6 
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 第２巡目に当たる平成 26 年度に実施した２校の本評価，平成 27 年度に

実施した４校の再評価はいずれも当財団の評価基準に適合していると評価

した。第３巡目に当たる平成 28 年度から平成 30 年度までに実施した 12 校

の本評価では，11 校を当財団の評価基準に適合していると評価し（但し，

うち２校には再評価を要請した），１校を当財団の評価基準に適合していな

いと評価した。不適合となった１校から異議申立てがなされたため，当財団

は異議審査委員会を開催し，異議申立校及び評価委員会から意見聴取を行

った上で，審査結果を認証評価会議に報告した。認証評価会議で検討の結果，

当該異議を不相当として却下した。 

（３）１巡目，２巡目，３巡目の評価校数の比較 

   当財団の評価校は，１巡目が，本評価 29 校，再評価７校，２巡目が，本

評価 24 校，再評価４校，３巡目が本評価 13 校，再評価２校（再評価は予

定）となっており，評価校数の減少が顕著である。 

（４）自己点検・評価 

   受審校の減少により，３巡目に本評価を行った 13 校から学生募集を停止

した受審校を除くと 11 校となる。 

３巡目に，他機関から当財団に受審機関を変更した法科大学院もあると

ころ，受審校を対象としたアンケートでは「受審の結果満足しているか」と

いう質問に対し，13 校中１校が「非常に満足している」，９校が「満足して

いる」との回答を得たことから，総じていえば，当財団の認証評価が一定程

度評価されていると考えられる。 

しかしながら，同アンケートで「非常に不満がある」と回答した受審校も

２校あり，今後も受審校の意見を踏まえ，より充実した認証評価を実現して

いく必要がある。 
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４ 組織及び運営の状況 

（１）当財団の組織 
当財団が実施する認証評価は，当財団の認証評価事業部がその任を負っ

ている。認証評価事業部は，定款第 35 条第１項第５号及び第６号に定める

認証評価会議，評価委員会，評価員，異議審査委員会，自己点検・評価委員

会，認証評価事務局で構成されている。各会議体及び事務局の設置状況（員

数の推移及び構成）は下表のとおりである。 

 
【各会議体の設置状況】 

  H26 H27 H28 H29 H30 

認証評価会議 委員数（人） 
（うち女性） 

11 

1 

10 

1 

11 

0 

11 

0 

10 

0 

大学 
法曹 
一般有識者 

3 

4 

4 

4 

3 

3 

4 

3 

4 

4 

3 

4 

4 

2 

4 

評価委員会 
（平成 30 年度から

は自己点検・評価委

員会委員を兼任） 

委員数（人） 
（うち女性） 

22 

3 

21 

3 

19 

3 

22 

3 

22 

3 

学識経験者 
法曹関係者 
一般有識者 

10 

7 

5 

9 

6 

6 

10 

4 

5 

13 

4 

5 

13 

4 

5 

異議審査委員

会 
委員数（人） 
（うち女性） 
予備委員数（人） 

（うち女性） 

5 

0 

2 

0 

5 

0 

2 

0 

5 

0 

2 

0 

5 

0 

2 

0 

4 

0 

2 

0 

 
過去５年間において，各会議体の委員数に大きな変化はない。退任者がい

た場合には，退任者の属性（実務家・研究者・一般有識者）に合わせて，適

宜補充を行っている。 
認証評価会議委員は当財団理事会が選任し，評価委員会，異議審査委員会，

自己点検・評価委員会については，認証評価会議が選任する。 
（２）認証評価会議 
   ９名～12 名の法科大学院関係者，法曹，一般有識者から構成され，評価

基準の策定，変更等の認証評価事業の基本的事項の決定のほか，評価委員会

委員，異議審査委員会委員の選任や評価報告書に対する受審校の異議の採

否の決定などを行う。 
   年２～３回の開催が通常である。 
（３）評価委員会 
   ３（１）ア記載のとおり，評価報告書の作成や評価の実施に関する手続，
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評価員の選任など，評価の中心となる業務を行う。当財団の評価委員会の特

色として，裁判所の協力のほか，経済界，労働組合，マスコミ，消費者団体

などの協力を得て，法曹以外の立場から多様な意見をいただき，それを評価

に反映させている点がある。 
   評価委員会は，年５～６回程度開催している。但し，評価委員会委員は，

受審校の評価チームの主査を行うほか，評価報告書の決定，基準改定の実質

的審議などを行うため，負担が過剰になっているおそれがある。 
（４）異議審査委員会 
   認証評価会議の選任した異議審査委員４名～６名で構成され，評価報告

書に対し，受審校から異議申立てがなされた場合に，当該異議を審査し，異

議審査書を認証評価会議に提出する。 
（５）評価員 
   評価員の業務は，３（１）イに記載のとおりである。 

評価員は，これまで大学からの推薦者を中心に選任していたが，法科大学

院の募集停止や定年退職を機に退任する評価員が増加傾向にあり，下表に

示すとおり，その員数は漸次減少傾向にある。評価員の漸減は，募集停止に

よる受審校の減少もあり，直ちに問題とはなっていないが，評価の公正さを

担保するため，評価員が特定の法科大学院，大学関係者に偏らないよう，人

材の確保が課題となっている。 

 
【登録評価員数の推移（人）】（各年度４月１日時点） 

 
（６）認証評価事務局 
   当財団の認証評価事務局は，事務局員（弁護士）と事務職員（一般職員）

で構成されているところに，大きな特徴がある。これは，法曹養成の重要な

プロセスである法科大学院教育に対してなされる認証評価について，法曹

実務家が積極的に関与すべきであるという当財団の法科大学院認証評価に

関する考え方とも深く関わっている。 

 
【認証評価事務局の組織規模】 

 H26 H27 H28 H29 H30 

事務局員（弁護士） 5 5 4 5 5 

事務職員 1 1 1 2 2 

合計 6 6 5 7 7 

 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

研究者 81 72 66 70 60 

実務家 68 60 59 55 42 

合計 149 132 125 125 102 



 

 16 

 
（７）自己点検・評価 

当財団では，各会議体で，認証評価開始当時から現在まで協力を仰いでい

る委員の方々が一定程度存在し，長期にわたる負担となっている現状があ

る。そこで，評価の継続性を維持しながらも，委員の交代を順次進めていく

ことが重要な課題となっている。 
また，評価活動の中でもっとも負担が大きいと思われる受審校の現地調

査の日数（３日間）については，受審校 13 校の内３校が「長い」，「どちら

かといえば長い」と回答しているなど，受審校側に一定の負担感が生じてい

ることは否めない。一方で，評価員は約７割が「長い」，「どちらかといえば

長い」，「十分である」と回答しているが，「どちらかといえば不足している」，

「不足している」とする回答も約３割あるので，受審校・評価員の負担を考

慮し，調査スケジュール等の適切な見直しを行う予定である。 
また，事務局の弁護士や職員の人数も，受審校の減少にともない減員とな

っているため，効率的な評価の実施が求められる。 
そのほか，受審校が減少した結果，評価手数料収入も減少しており，経費

の節減や評価手続の簡易化を進める必要もある。 
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５ まとめ 

  法科大学院を取り巻く状況は法科大学院の設立当初から大きく変化してい

るが，当財団は当初の理念に基づく認証評価を継続していく所存である。他方

で，１～４の自己点検・評価にあげた課題の検討，改善はもちろんであるが，

今後当財団の認証評価がどのような意義・役割を果たすべきか，認証評価を通

じて法科大学院の存在価値を社会にどのようにアピールしていくかという点

について，議論，検討が必要であると考えている。 
今般，受審校に実施したアンケートによれば，法科大学院制度や法曹養成の

現状に照らして，何のための認証評価であるかという観点から，評価基準等を

見直すべきとの意見があった。当財団の定める評価基準等は，第２の１（１）

で既述した評価の目的に沿って設定しているが，適時に必要な見直しを行う

ことが今後の課題である。 
  ４巡目の認証評価を迎えるに当たり，法科大学院，学生，社会にとってより

充実した真に価値のある認証評価のあり方を検討し，実現していく所存であ

る。 

 
 


